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産業1 産業 j ．．． 産業n 域内最終需要 移出・輸出 移入・輸入 域内生産額
産業1 1 jx ．．． 1nx 1F 1E 1M 1X
産業 i 1ix ijx ．．． inx iF iE iM iX
… … … … … … … … …
産業 n 1nx njx ．．． nnx nF nE nM nX
粗付加価値
1V jV ．．． nV
域内生産額 1X jX ．．． nX
は中間生産物を表し（ここでは i ＝ j ）、第 j 産業が第 i 産業から原料として購入する第 i
産業の生産額である。 iF は域内最終需要を表し、家計、企業などが第 i 産業から購入する財・
サービスの額である。 iE は移出・輸出を表し、域内から域外または海外へ販売される第 i 産業
の生産額である。 iM は移入・輸入を表し、域外または海外から購入される第 i 産業の生産額






































































































































表 3-1　寝屋川市と大阪府の部門別構成の比較（上位 10 位）　　　　　　
大阪府 寝屋川市
順位
部門分類 府内生産額 構成比 部門分類 市内生産額 構成比
1 商業 10,610,841 16.41% 医療・福祉 96,931 11.74%
2 対事業所サービス 5,915,938 9.15% 不動産 76,577 9.27%
3 不動産 5,159,029 7.98% 運輸・郵便 72,740 8.81%
4 医療・福祉 4,421,233 6.84% 対個人サービス 65,998 7.99%
5 情報通信 3,808,499 5.89% 商業 59,635 7.22%
6 対個人サービス 3,764,270 5.82% 対事業所サービス 49,560 6.00%
7 運輸・郵便 3,636,100 5.62% 教育・研究 49,002 5.93%
8 建設 2,602,472 4.02% 建設 43,022 5.21%
9 金融・保険 2,530,840 3.91% 輸送機械 34,542 4.18%
10 教育・研究 2,291,564 3.54% 公務 32,524 3.94%
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集計
第一次産業：農林水産業 第三次産業：それ以外 第二次産業：鉱業、製造業、建設
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［3］最終需要項目別の生産額誘発係数と誘発依存度






















0% 20% 40% 60% 80% 100%
生産誘発依存度
家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出 公的市内総固定資本形成

























0% 20% 40% 60% 80% 100%
粗付加価値誘発依存度
家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出 公的市内総固定資本形成
民間市内総固定資本形成 在庫純増 輸出 移出
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
労働誘発依存度
家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出 公的市内総固定資本形成

























中間投入 ijx を生産額 で割ったものであり、産業 iがそれぞれ1単位を作るのにどれだけの財
が使われたのかを示している。また については粗付加価値率とも呼ばれる。
表 1　投入係数表




　　 nj jx X = ．．． 1n jx X = 1na
産業 i 1 1ix X = 1ia ij jx X = ija ．．． in nx X = ina
… … … … …
産業 n 1 1nx X = 1na nj jx X = nja ．．． nn nx X = nna
111 Xx 11a 12a
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ここで、X は生産額ベクトル、 F は最終需要ベクトル、 Aは投入係数行列、 E は移輸出ベ
クトル、M は移輸入ベクトル。産業別の域内需要に占める移入・輸入の割合（移輸入率）を定
義すると、次の式が得られる。





































　　　 ( )[ ] ( )[ ]EFMIAMIIX +−−−= − ˆˆ 1 (4)
が得られる。ここで、I は単位行列、( )MI ˆ− は域内自給率行列、 ( ) 1ˆI I M A − − −  はレオンチェ
フ逆行列、 ( )ˆI M F E − + は最終需要である。
レオンチェフ逆行列は、最終需要 F や移輸出 E が1単位上昇すればどれだけ生産額 X が
増加するかを示したものであるが、最終需要F が1単位増加した場合は、需要増加分すべて
が域内で生産されるのではなく、移輸出率 Mˆ 分は域外の需要となるため、 ( )[ ] 1ˆ −−− AMII






























































CIF(Cost, Insurance and Freight)2価格により評価した。
(1)生産物の価格評価
個々の取引が生産者の「出荷価格」で記録され、購入者が入手するまでに要した商業マー
ジンおよび国内貨物運賃については購入側の部門（列）と商業および運輸部門（行）との交
点に一括計上する。サービスは、サービスの提供を受けるものが負担する価格で評価した。
(2)取引の価格評価
産業連関表に記述する個々の取引を各取引ごとの実際の価格で評価した。
(3)輸出入品の価格評価
輸出品の価格は国内向けの財と同様に生産者価格により、輸入品の価格は国際貨物運賃
および保険料が含まれたCIF価格により評価した。
付録 3.地域内生産額
地域内生産額については、寝屋川市内の生産活動による財貨・サービスのすべての地域内概
念であり、地域外の事業所が寝屋川市内で生産活動を行う場合も地域内生産の範囲に含められ
ると仮定する。ただし、サービスの生産額は、原則として地域内に所在する事業所の売上収入
2 「Cost（価格）」と「Insurance（保険料）」と「Freight（運賃）」の三要素から構成される価格となっています。
CIF価格は、貿易取引において、多く用いられる取引条件の一つで、輸出業者が貨物を荷揚げ地の港（輸入港）
で荷揚げするまでの費用（輸出梱包費、輸出通関費、運賃、船荷保険料等）を負担し、一方で荷揚げした以降
の費用は輸入業者が負担するという取引条件となっています。
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額（政府サービス生産者および対家計民間非営利サービス生産者が活動主体である部門では経
費総額）とする。地域内の事業所が地域外で行ったサービスに関する収入は「移出」として取
り扱った。なお、外国公館は日本の領土ではないため、その活動は生産額には含まれない。
また、部門別の生産額は、財貨・サービスの細品目別の粗生産額（出荷された半製品の生産
額が、当該半製品を加工して作られた完成品の生産額とは別に計上されている）をそのまま基
本分類ごとに積み上げるため、それをさらに積み上げた統合分類部門はもちろんのこと、基本
分類部門内でも生産額が重複計上される場合がありえる。
一貫工程における中間製品であり、100％当該部門内で自己消費されるいわゆる自家生産・
自家消費品の扱いについては、生産額に含まない。ただし、細品目に指定されたものは、原則
として生産額に計上した。なお、家計における自家生産品は農家における一次産業による一部
の加工品を除き、生産額には含めていない。
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